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◆ 名目成長率３％、実質成長率２％を上回る成長 成長率の低迷（過去10年間実質 １％程度、潜在成長率 １％程度）

◆ ２０１１年度中には消費者物価上昇率をプラス ２０年に及ぶデフレ傾向（過去20年間消費者物価上昇率０％程度）

◆ 早期に失業率 を３％台に低下 ５％の失業率

目 標

新成長戦略－「強い経済」「強い財政」「強い社会保障」の実現

プロジェクト採択の３つの判断基準

プロジェクトの工程管理

◆需要・雇用創出基準 ： 需要と雇用の創出効果が高い政策・事業を最優先

◆ 「選択と集中」基準 ： 真に必要性の高い分野への重点化、類似事業の重複排除

－国民参加基準 ： 行政が独占してきた「公」を開き、国民の積極的な参画を重視

－制度・政策一体基準 ： 制度改革との一体的実施により相乗効果が期待できる

政策・事業を重視

◆最適手段基準 ： 限られた財源で最大限の効果を得るために最適な政策手段を選択

◆工程表管理（実現へのコミットメント）

◆ ＰＤＣＡサイクルによる施策の実施状況、効果のチェック

ライフ・イノベーショングリーン・イノベーション

観光・地域

科学・技術・情報通信 雇用・人材

アジア

市場の予見可能性の拡大 ⇒ 投資の実現

財政運営戦略との整合性

◆ 「財政運営戦略」との整合性を保ちつつ、「新成長戦略」を着実に推進

◆歳出の優先順位の見直し等による予算の重点化・メリハリ付け

需要創造 雇用創造

環 境
（グリーン・イノベーション）

５０兆円 １４０万人

健 康
（ライフ・イノベーション） ５０兆円 ２８４万人

観 光 １１兆円 ５６万人

アジア １２兆円 １９万人

現状2020年

成長の実現に向け、金融の果たすべき役割を重視し新たに戦略分野に位置づけ

金融

分野

７つの戦略分野と２１の国家戦略プロジェクト 戦略を確実に実現するための施策

新たな需要と雇用の創造


